



























である。これにより、EU の農村政策は「CAP の第 2 の柱」として明確に位置づけら
れた。二つは、新しい農村振興政策のための理事会規則（｢農村振興規則｣ など）が
制定され、並行して財源も独自に制度化されたことである。そしてこの「農村振興規
則」のもとに 4 つの施策上の「基軸」（＝①農林業の競争力向上、②環境 ･ 景観保護､
③生活の質 ･ 経済の多角化、④ LEADER イニシアティブ）が定められた。
　本稿ではまず、「アジェンダ 2000」以降に進められた農村政策の改革の過程を踏ま







1. CAP の「第 2 の柱」としての「新しい農村振興政策」の導入の背景
　（1）共通地域政策の第 1 次改革（1988 年～ 93 年）














いない｡ それはヨーロッパ合衆国である｡ 」（R.Coudenhove-Kalergi、鹿島 ･ 深津訳『クーデン
ホフ = カレルギー全集』第 2 巻､ 鹿島研究所出版会､ 1970 年､ 文献［1］）






スの EU 離脱問題など、言わば EU 域内における「再国家化」の流れさえ見えている。
　こうした情勢のなか、2017 年 3 月に開催された「ローマ条約制定 60 周年記念式典」での共
同宣言では、①より強力な結束と連帯によって「共通の利益や価値」を守ること、②一方で、
｢統合速度の多様化（多











































　（1） 共通地域政策の第１次改革（1988 年～ 93 年）：
　1985 年の「新構造政策」以来、全般的地域振興プログラムとしてはＬＦＡ対策や小農民経
営に対する支援強化、あるいは環境に配慮した生産方法を重視するという点が基本となってい
た 2）。その後 1988 年に、ＥＵの地域政策を支える財政的ベースである ｢構造基金 （Structure 
Funds）｣ に関する大きな改革が行われた｡ これによって、 それまで個別に運用されてきた地
域振興のための 3 つの基金（欧州地域開発基金 <ERDF>、欧州社会基金 <ESF>、欧州農業指
導保証基金 <FEOGA> の指導部門）と、融資事業を行なう 4 つの機関（欧州投資銀行 <EIB>、
新共同体投資 <NCI>、欧州石炭鉄鋼共同体 <ECSC>、欧州原子力共同体 （EURATOM））が
統一的に運用されることになった｡ すなわち、 地域開発を総合的に実施していこうというもの
で、いわゆる第１次改革と呼ばれている｡
　（2） 共通地域政策の第２次改革（1994 年～ 99 年）：
　1995 年からのオーストリア､ スウェーデン、フィンランドの加盟によるＥＵ拡大に対応し




　（3） ｢アジェンダ 2000」に基づく包括的改革（2000 年以降）：
　ＥＵ委員会は「アジェンダ 2000」に基づいた中間見直し案（2003 年 6 月に合意）により、
地域政策の包括的な改革を行った。改革の重要な基本政策は次の点にある。
　第 2 次改革で設定されていた「6 つの優先目標」が更に「3 つの目標」に包括 ･ 統合された
ことである。とくに独自の対策であった①ＬＦＡ（条件不利地域）対策、②農業環境政策、③
農地植林対策などが統合されて「新たな農村振興政策」として再編され、CAP の第 1 の柱で
ある共通市場政策（市場 ･ 価格政策や輸出補助金政策）と並んで、「ＣＡＰ第 2 の柱」として
明確に位置づけられた。







　　① 農業 ･ 農村における多面的機能の重視。
　　②  新たな収入、雇用の創出とともに、農村の歴史的遺産の保護など多角的・統合的なア
プローチ。
　　③ 加盟国 ･ 地域の必要に応じた柔軟性ある計画の策定とパートナーシップの原則。










　　⑦ 農業環境保全や田園地域の維持のための対策 ･ 援助。
　　⑧ 森林の経済的 ･ 社会的 ･ 自然生態的機能の維持 ･ 向上に対する助成。
　　⑨ 農村地域の適応と開発の促進と助成。





らに 2005 年の改革で、より具体的には以下に示すような「農村振興のための 4 つの基軸」に
1） 　LEADER 事業とは､ 指導者という意味のリーダーではなく、仏語の“Liaison Entre Actions de 
Développement de l'Economie Rurale（農村経済発展のための活動の連携）”の頭文字をとったもので、
農村経済の持続的発展のための新しい戦略を企画し､ 意欲的に取り組む人々の活動を援助することを目
的としたＥＵの財政支援策である。また、近年の日本の農村地域で推進されている「総合化事業」（農
水省が推進する ｢農林漁業成長産業化事業｣ 、いわゆる第 6 次産業化事業）との対比で注目されるべき
事業である。
2） 　ＥＵの ｢全般的地域均衡政策｣ の概要については，山内『農業保護の理論と政策』（ミネルヴァ書
房 ,1997 年）第 3 章の表 13 とその説明。共通地域政策の改革については、Deutscher Bundestag（15 
Wahlperiode），Ernährungs-und Agrarpolitischer  Bericht der Bundesregierung 2005, s.S.7 - 11, ibid.,2006, s.S.7 - 9.
など。
3） 　第 2 次改革で設定された「6 つの優先目標」については、拙稿「近年のＥＵにおける農村振興政策と






  （図－1 をここに置く。なお、各図は縮小しても構いません） 
 
    図－1  農村振興政策のフレームワーク 
 
 
                                   
 
















 まず予算の面から見てみる（表－1、ここでは検索可能な 2003 年度の公表統計を用いる）。EU の共通予算
総額（996 億 8,569 万ﾕｰﾛ）のうち、CAP 関連は 45％（447 億 8,045 万ﾕｰﾛ）を占め、一般予算の最も大き
な割合を占めている。そのうち CAP の「第 1 の柱」である市場措置および直接支払関連の予算は EU
予算全体の約 34％、「第 2 の柱」である農村振興関連は約 11％（107 億 5,000 万ﾕｰﾛ）となっている。ま
た、CAP 関連予算のみでみた場合は、市場措置･直接支払関連は CAP の 76％、農村振興関連は 24％を
占めていた。なお、現行における EU からの拠出総額については、中期財政計画（2014－2020 年）に
わたる年度予算枠が定められており、国別の予算配分は新加盟国に傾斜配分される傾向にある。 
 もともと CAP 関連の大半の歳出は、ＥＵにおける共同負担・共通財政の原則のもと、加盟国の共同
財源である「農業指導保証基金（FEOGA）」の運用によってまかなわれてきたのであり、それにより支
持価格制度や各種の構造政策そして直接支払制度が維持されてきた。90 年代では、条件不利地域(LFA)
への直接支払いや環境保全のための各種の直接支払い等により FEOGA 関係は約 6 割を占め、依然とし


















    ＥＵ 農村戦略 
 農村振興規則  （C.R.,No.1698/2005 の置換えで No.1305/2013 へ） 
            加 盟 各 国 の 農 村 振 興 計 画 
          基 軸 4  LEADER 
グループ分けされた。それぞれの基軸では、CAP の共通地域政策における「目的」別のガイ
ドラインが示されているが、このうち基軸 4 に位置づけられている“LEADER 事業”は､ 他
の 3 つの基軸における個別事業の枠に止まらず、横断的に包括するものとして位置づけられ、
言わば農村の振興事業が多角的・総合的な「戦
、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、
略的イニシアティブ事業」とし展開していくこ
とが期待されている。
　　基軸 1 = 農林業部門の競争力の向上
　　基軸 2 = 環境や景観保護などによる田園の改善
　　基軸 3 = 農村地域における生活の質の向上と農村経済の多角化
　　基軸 4 = LEADER 事業









　まず予算の面から見てみる（表 -1、ここでは検索可能な 2003 年度の公表統計を用いる）。
EU の共通予算総額（996 億 8,569 万ﾕｰﾛ）のうち、CAP 関連は 45% （447 億 8,045 万ﾕｰﾛ）を占
め、一般予算の最も大きな割合を占めている。そのうち CAP の「第 1 の柱」である市場措置
および直接支払関連の予算は EU 予算全体の約 34%（340 億 3,000 万ﾕｰﾛ）、「第 2 の柱」である
農村振興関連は約 11%（107 億 5,000 万ﾕｰﾛ）となっている。また、CAP 関連予算のみで見た
場合は、市場措置 ･ 直接支払関連は CAP の 76%、農村振興関連は 24% を占めている。なお、
現行における EU からの拠出総額については、中期財政計画（2014 -2020 年）にわたる年度予
算枠が定められており、国別の予算配分は新加盟国に傾斜配分される傾向にある。




り FEOGA 関係は約 6 割を占め、依然として大きな比重を占めていた（いずれの数値も、EC-
Commission, The Agricultural Situation in the Community, 各年次）。
　しかるに、EU の共通地域政策でとくに重点となる農村地域では、自然 ･ 人口条件の不利
な地域が含まれている。そこで 2000 年代に入ると、それら地域間の格差縮小を目指して「農
業指導保証基金」の改編が行われるとともに、新たな規則により「欧州農業農村振興基金





資料） 平澤明彦「2014-20 年 CAP における農村振興政策の概要及び変更点」（農水省『平成 26 年度海外
農業 ･ 貿易事情調査分析』2015 年 3 月、農林中金総研）､ 12 頁を参考にして作成。
  期  間      改   革           改革のおもな内容  
















  ｢欧州農業農村振興基金｣(EAFRD)を新設｡  
2014-2020 年 
（第３期）  
2013 年 CAP 改革  ・新たな｢農村振興規則｣（C.R.,No.1305/2013）を制定し､ 
  振興の基本財源としての EAFRD の独自性を強化した 
 （例えば LEADER 事業の推進など）。 、、、、、、  、、、、、
　そこで、これまでの農村振興政策の大まかな推移と各「基金」との関係を改めて整理してみ
ると、表 - 2 のようになるだろう。なお、現行の農村振興政策は、EU 中期財政計画に合わせて
7 年間のプログラムに基づき実施されているため、現在の農村振興政策は第 3 期（2014 － 2020
年）にあたる。
表－ 1　ＥＵの一般予算 （2003 年度）
　　資料）"General Budget of the European Union for the Financial Year 2003"









   表 -1     ＥＵの一般予算 （2003 年度）                  (単位：ユーロ) 
 ＣＡＰ関連  447 億 8,045 万  45.0  % 
 第 1 の柱 (市場措置､直接支払等)  ※ 340 億 3,000 万 (CAP の 76 %) 
第 2 の柱（農村振興） ※ 107 億 5,000 万 (CAP の 24 %) 
 構造基金（地域政策､結束政策）  339 億 8,001   万  34.1  % 
  域内政策  (CAP､構造政策を除く)   67 億 9,580   万   6.8  % 
 対外政策    49 億 4,936   万   4.9  % 
 加盟前支援    33 億 8,600   万   3.4  % 
 管理運営費    53 億 6,007   万   5.4  % 
 予備費     4 億 3,400   万   0.4  %  
         計   996 億 8,569   万 100.0  % 
   資料)  "General Budget of the European Union for the Fin ncial Year 2003"   
          1 ﾕｰﾛ≒133 円  ※印は推計値  
 
 れまでの農村振興政策の大まかな推移と各「基金」との関係を改めて整理してみると、 
表－２のようになるだろう。なお、現行の農村振興政策は、EU 中期財政計画に合わせて 7 年間のプロ
グラムに基づき実施されているため、現在の農村振興政策は第３期（2014－2020 年）にあたる。 
 
表－2   ＥＵの「アジェンダ 2000」以降の農村振興政策と対応する各基金の推移 
  期  間      改   革           改革のおもな内容  













  ｢欧州農業農村振興基金｣(EAFRD)を新設｡  
2014-2020 年 
（第３期）  
2013 年 CAP 改革  ・新たな｢農村振興規則｣（C.R.,No.1305/2013）を制定し､ 
  振興の基本財源としての EAFRD の独自性を強化した 
 （例えば LEADER 事業の推進など）。 
資料） 平澤明彦「2014-20 年 CAP における農村振興政策の概要及び変更点」(農水省『平成 26 年度海外農業･貿易事情調査 








、 、 、 、 、 、 、 、
合パッケージ化 :
　複雑で相互に関連する諸課題（グローバル化の影響、環境 ･ エネルギー問題、人口の高齢化
と移動、技術変化と革新、社会的不平等など）へ有効に対処するために、2013 年の CAP 改革
で欧州構造・投資基金（ESI）における「農村振興関係の 5 つの基金」を総合パッケージにま
とめることが可能となった（詳細は、拙稿「近年のEUにおける農村振興政策と財政支援制度」
『経済論集』第 24 巻第 1- 4 合併号）｡
② 農村振興プログラムの策定におけるパートナーシップと多





出することとなっている（後掲の「図 - 5  LEADER 事業の申請手続きと LAG の関係」を参
照）。








　LEADER 事業とは､ 指導者という意味のリーダーではなく、仏語の“Liaison Entre 










資料）“THE LEADER APPROACH － basic guide”（European Communities, 2006）
 
                                      
 
                                   
                                   
    
                                      
The Leader 
approach 
Integrated and multisectoral actions 
（統合化されかつ多層化のアクション） 
Cooperation
（協 働）  
Bottom-up：local actors design the 


















“LEADER 事業”は､ 他の 3 つの基軸を横断的に包括するものとして位置づけられ、言わば農
村振興事業が多角的・総合的な「戦略的イニシアティブ事業」とし展開していくことが期待さ
れている。
　EU の欧州委員会で示されているガイドライン（2006 年）では、LEADER 事業を支える特












資料）“THE LEADER APPROACH － basic guide”（European Communities, 2006）
 
                               
 
    
 
 
                                                              
                                        
         
 
 
                        
                                                                                  
                                              
                                        
     
                                     
                                         
                                       
                 
Local area
 Common traditions and identity 
（共通の伝統とアイデンティティを有する） 
Coherence and critical mass 
（結束的で､規模は限界的） 
 Small size 
（小規模地域の振興） 
 Shared needs and expectations 
 （ニーズの共有と将来の見込み） 
No predefined boundaries  
（定義された境界はない） 
 Homogeneous and cohesive 
(全般的な均質性と結束性を有する） 
 Between 10,000 and  





発アプローチ」として図 - 3 のようなガイドラインが示されている。
　ここで、事業の概要を整理すれば、以下の点にある。








率は通常 45% ～ 50% であるが、対象地域によっては 75% までとなっている。
③  地元の意見がより反映されやすいものとするため､ LAG が管轄する地域の人口規模は､ 農
村地域における「小地域振興の促進」という目的基準から、原則として「1 万人以上 10 万





、 、 、 、 、 、 、 、 、
別の農村振興事業への助成 
　　　　　　　　 これは、行政機関､ NGO・NPO 等の市民団体､ 地域住民などから構成され
る地域活動グループ （LAG）が企画実行するプロジェクトに対し､ EU が助
成を行う。
　　　　　　　　現行の LEADER+（リーダープラス）の予算額の約 88% を占める。
　　　　　　　　 このプロジェクトの実施例として、グリーンツーリズム（農家民宿の整備な
ど）､ 地場産業振興（地場産品の付加価値向上、産品紹介への IT 活用）など
が多く見られる。
　・アクションⅡ = 農




や非加盟国）で協力活動を行う場合に､ その LAG に対して助成するもので
ある。具体的には､ 協力のための技術支援にかかる費用に対して助成され
る。予算額は､ LEADER+ 事業全体の約 10% を占める。
　・アクションⅢ = ネ
、 、 、 、 、 、 、
ットワーク化（成功例情報の共有等のネットワーク支援）
　　　　　　　　 これは、成功例・失敗例などの情報を交換して、ノウハウや技術 ･ 経験等を








　・LEADER Ⅰ（事業の第 1 期：1992 年～ 1994 年）
　・LEADER Ⅱ（事業の第 2 期：1995 年～ 1999 年）
　・ LEADER+（ﾘｰﾀﾞｰﾌﾟﾗｽ）（事業の第 3 期：2000 年～､ この時期に助成対象地域は EU 全体
に拡大された）







れる。その場合に注目すべき点は , 各国が「農村振興の 4 基軸」（前述した 4 つの基本目標で、
LEADER 事業は第 4 基軸に位置づけられる）について予算化するときに、それぞれの基軸毎
に拠




　“LEADER+”の予算実績としては、2000 年～ 2006 年の 7 年間に約 20 億ユーロが､ 加盟 15 カ
国（当時）に配分されている。スペインが最も多く､ 次いでイタリア､ フランス､ ドイツ､ ギ
リシャ､ ポルトガル､ 英国の順になっている｡ ここで注意が必要なのは、LEADER+ にかかる
費用の全額を EU 財政が負担するわけではなく、原則として事業費の一部（通常は 45%）を補
助するということである。すなわち各国・地方政府などの公的部門や地元企業などの私的部門
が､ 残りの事業費を出資（地元負担）することが補助金交付の前提となっている。こうした仕
組みであるため､ 実際に地元で LEADER+ を実施するにあたっては､ 特に私的部門からの出
資を確保することが重要となっている｡
表－ 3 　ＥＵにおける“LEADER ＋”事業の制度概要
資料） 農水省農村振興局事業計画課『平成 16 年度国土施策創発調査－半定住人口による自然居住地
域支援の可能性に関する調査－海外における地域資源及び保全施策実態調査報告書』（2005 年
3 月）､ 44 頁を参考にして作成。
 実施年  2000 年～ 
経緯及び 
目的 


















2000～06 年(７年間)の実績：事業費ベースで 50 億ユーロ（うち、EU 共通財政から
は約 21 億ユーロを負担） 

















　　 LAG は､ 行政から独立した会社又は協同組合であり､ LEADER 事業のガイドラインに基
づき､ 公開手続きにより選ばれる。また、地域住民が活動の主体となることを目指すた

































に対して助成対象額のうち最大 50% ないし 25% が支給されるのであるが、このことは費
用の 50% ないし 75% は自己負担（地元の負担）ということになる。
　以上のような LAG を地域核とした農村の LEADER 事業を推進するため、EU の委員会は共
通のガイドラインを提示している。それは図 -4 に示される。
図－４　“The Local Action Group（LAG）”
                             
 
 
                          
                            
                                         
                                            
                                       
                                        
        
                                          




 （環境団体）  
Cultur  and Community service e 
providers 
（文化・地域サービスプロバイダー） 
Professional organisations and unions (representing farmers, 
non-farm ming , professionals and  icro-enterprises) 
（専門の連合組織、代表農家、非農家、専門家および地元中小企業） 






Citizens, residents and 
 Their local organisations
（市民、住民とその地方組織） 
資料）“THE LEADER APPROACH － basic guide”（European Communities, 2006）
　LEADER 事業の申請手続きや担当機関の役割については、加盟各国によって必ずしも同様
ではないが、概ね共通している手順を示せば、図 - 5 のようになっている。
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図－ 5　LEADER 事業の申請手続きと LAG の関係
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    図－5  LEADER 事業の申請手続きと LAG の関係 
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   資料）農水省農村振興局｢海外における地域資源及び保全施策実態調査｣(2005 年 3 月）41 頁、  
      ”THE LEADER APPROACH－basic guide”（European Communities, 2006）等を参考に筆者作成。  
 
＜LAG 選定の基準と予算配分＞ 






         ＬＡＧ (地域活動グループ) 
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資料） 農水省農村振興局 ｢海外における地域資源及び保全施策実態調査報告書｣（2005 年 3 月）41
頁、“THE LEADER APPROACH － basic guide”（European Communities, 2006）等を参
考に筆者作成。
<LAG 選定の基準と予算配分 >
　各加盟国内の LEADER 事業を担当するプログラム当局（通常は､ 国や地方自治体などに設












の LEADER+ では､ 助成対象地域が EU 全体に拡大したため､ 2000 年～ 2006 年の 7 年間で
938 グループに拡大している（表 - 4）｡









 表－4  LEADER＋の予算配分と地域活動グループ数 (2000～2006年)                
   国  名 予 算 額 (ユーロ) 事業におけるLAGの数 
 ベルギー   1,500万   20 
 デンマーク   1,600万   12 
 ドイツ ２億4,700万   154 
 ギリシャ １億7,200万   40 
 スペイン ４億6,700万  145 
 フランス ２億5,200万  140 
 アイルランド     4,500万   38 
 イタリア ２億6,700万   135 
 ルクセンブルク       200万     4 
 オランダ     7,800万    28 
 オーストリア      7,100万    56 
 ポルトガル １億5,200万    52 
 フィンランド     5,200万    58 
 スウェーデン     3,800万    12 
  英  国          1億 600 万    57  
 複数国のネットワーク     4,000万     － 
    合      計 20億2,000万 計  938 
 資料) ＥＵホームページ "Working for the regions"    1 ﾕｰﾛ≒120円 
 
 
３． LEADER 事業の政策的意義と課題 
 






接支払い制度の導入、そして LEADER 事業を柱とする横断的・総合的な農村振興政策の導入である。 




　すでに述べたように、1988 年に EU の共通地域政策を支える財政的ベースである ｢構造基金
｣ に関する大きな改革が行われた。それまで個別に運用されてきた地域振興のための 3 つの基
金が統合され、財源の一元化・グループ化が図られたのである。いわゆる「共通地域政策の第





　こうして 1992 年に導入された LEADER 事業は、Ⅰ期、Ⅱ期を経るなか、CAP の「アジェ











る。活動グループ同士が必要に応じて､ 行政組織や区域の境界､ 官民の境界､ 産業分野の境界
















































度」である。これにより、LEADER 事業に対する EU 共通財政からの支援は事業費の 45% ～
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LEADER”Project as a New Rural 
Development Policy in EU
－ Background of the Establishment and 
Business Guideline －
Ryoichi Yamauchi
  The EU Common Agricultural Policy （CAP） has always called for sustainable reforms.
In particular, since “Agenda 2000 reform”, CAP has undergone landmark reforms in rural 
policy. In the process of reform, two policy axes were specified.
  One of them is that LFAs measures and ESAs measures, which had been individually 
implemented according to the purpose under the overall regional equilibrium policy, were 
integrated, through reforms and reorganized as ”New rural development policy”. 
  Secondly, the Council Regulations for new rural development policies have been enacted, 
and at the same time the financial resources have been independently institutionalized and 
under the Rural Development Regulations “Four basic measures” are defined. 
  In this paper, taking into account the process of rural policy reform that has been pursued 
since  "Agenda 2000”,　I would like to argue about the business contents of the program and 
the policy significance of "LEADER Initiative" as the fourth axis of new rural development 
policy that crosses and comprehend the other three axes. In addition, I would like to argue 
about the role of the “Local Action Group” （LAG）, which plays a central role in this business.
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